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３
月
１
５
日
安
倍
首
相

が
Ｔ
Ｐ
Ｐ
（
環
太
平
洋

連
携
協
定
）
の
交
渉
参

加
を
表
明
し
た
。
昨
年
実
施
さ
れ

た
衆
議
院
選
挙
の
「
聖
域
な
き
関

税
撤
廃
を
前
提
と
す
る
」
限
り
交

渉
参
加
は
反
対
。
国
民
皆
保
険
を

守
る
、
Ｉ
Ｓ
Ｄ
（
投
資
家
対
国
家

紛
争
）
条
項
は
合
意
し
な
い
な
ど

関
税
以
外
に
掲
げ
た
５
項
目
の
公

約
を
守
る
保
証
は
な
に
も
な
い
▼

内
閣
官
房
が
発
表
し
た
「
関
税
撤

廃
し
た
場
合
の
経
済
効
果
に
つ
い

て
の
政
府
統
一
試
算
」
で
は
農
林

水
産
物
３
３
品
目
で
約
３
兆
円
が

失
わ
れ
、
た
だ
で
さ
え
低
い
食
料

自
給
率
４
０
％
が
２
７
％
へ
低
下

し
日
本
の
農
業
は
壊
滅
的
被
害
を

受
け
る
▼
エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策
で
は

原
発
は
直
ち
に
な
く
せ
と
の
世
論

に
反
し
、
民
主
党
政
権
の
２
０
３

０
年
ま
で
に
原
発
「
ゼ
ロ
」
の
方

針
も
見
直
し
て
い
く
こ
と
と
し
、

総
合
資
源
エ
ネ
ル
ギ
ー
調
査
会
の

総
合
部
会
で
「
原
発
ゼ
ロ
」
政
策

の
見
直
し
に
向
け
、
計
画
案
の
年

内
取
り
ま
と
め
を
目
指
す
と
し
て

い
る
▼
現
憲
法
は
ア
メ
リ
カ
押
付

け
だ
と
改
憲
の
た
め
に
９
６
条
を

変
え
る
。
自
衛
隊
を
国
防
軍
に
す

る
。
集
団
的
自
衛
権
の
行
使
。
武

器
輸
出
三
原
則
の
特
例
を
設
け
る

な
ど
、
憲
法
の
解
釈
改
憲
と
実
質

改
憲
を
ね
ら
っ
て
い
る
▼
経
済
で

は
２
０
１
３
年
春
闘
の
回
答
を
マ

ス
コ
ミ
は
ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
の
要
望

に
答
え
企
業
は
組
合
の
要
求
に
満

額
回
答
し
明
る
い
兆
し
が
見
え
た

と
報
じ
て
い
る
が
ベ
ー
ス
ア
ッ
プ

を
要
求
し
な
い
大
企
業
労
組
の
要

求
で
は
内
需
が
拡
大
し
景
気
回
復

す
る
と
は
思
え
な
い
の
だ
が
。

（
晴
）

沖電気の職場を明るくする会 【ＯＡＫ】

花言葉：向上心

つ
く
し
（
土
筆
）

連絡先：電機労働者懇談会気付 沖電気の職場を明るくする会

東京都港区新橋４－２４－３ エムエフ新橋６０１号 電話 03（6450）1777

「会」は沖電気とその関連などで働く人々

が「安心して人間らしく働ける職場」を

願って創られました。正規・非正規を問

わず誰でも入会できます。略称はＯＡＫ。

《設立１９８６年》

労働相談は、ホームページの「相談窓口」

で常時受け付けています。「沖電気の職

場を明るくする会」で検索して下さい。

経済の立て直しには 賃金増と雇用拡大が大前提

企業が利益を還元しな
ければ国民は滅びる。

「
企
業
ま
か
せ
」
を
や
め
て

政
府
は
企
業
に
社
会
的
責
任

と
し
て
賃
上
げ
を
要
請
せ
よ

日
本
の
就
業
者
の
約
１
８
％

ま
で
組
織
率
が
低
下
し
た
労
働

組
合
（
労
組
員
約
１
千
万
人
）

は
企
業
と
の
交
渉
力
を
低
下

（
労
使
協
調
姿
勢
）
さ
せ
て
い

る
。
さ
ら
に
労
働
者
派
遣
が
解

禁
さ
れ
、
正
社
員
か
ら
非
正
規

社
員
へ
の
置
き
換
え
も
進
み
低

賃
金
と
不
安
定
雇
用
の
非
正
規

社
員
が
３
５
％
に
増
加
。

賃

金
も
抑
制
さ
れ
、
年
収
２
０
０

万
以
下
の
労
働
者
は
１
千
万
人

を
超
え
、
国
内
消
費
は
停
滞
。

国
内
総
生
産
（
Ｇ
Ｄ
Ｐ
）
は
先

進
国
の
中
で
唯
一
下
が
っ
て
デ

フ
レ
不
況
に
陥
っ
て
い
る
。

暮
ら
し
と
経
済
の
立
て
直
し

に
は
、
異
常
な
賃
下
げ
と
無
法

な
解
雇
を
や
め
さ
せ
る
事
が
必

要
。期

待
さ
れ
た
沖
電
気
の

１
３
年
春
闘
の
結
果

Ｏ
Ｋ
Ｉ
ユ
ニ
オ
ン
は
デ
フ
レ

経
済
脱
却
と
非
正
規
の
正
社
員

化
や
従
業
員
の
モ
チ
ベ
ー
シ
ョ

ン
の
維
持
・
ア
ッ
プ
の
た
め
に

は
、
年
収
の
引
上
げ
は
欠
か
せ

な
い
と
企
業
の
社
会
的
責
任
を

求
め
交
渉
に
臨
み
ま
し
た
。
こ

れ
に
対
し
会
社
は
、
新
た
な
原

資
が
必
要
の
な
い
賃
金
維
持
分

と
昨
年
よ
り
０
．
０
５
ヶ
月
プ

ラ
ス
し
た
だ
け
の
一
時
金
回
答

に
と
ど
ま
り
ま
し
た
。
電
機
各

社
と
の
格
差
を
埋
め
る
加
算
給

ア
ッ
プ
に
は
ゼ
ロ
回
答
。
契
約

社
員
の
正
社
員
化
や
待
遇
改
善

も
前
進
し
ま
せ
ん
で
し
た
。

職
場
か
ら
は
「
一
時
金
は
５
ヶ

月
の
要
求
だ
っ
た
の
に
ね
残
念
」

「
グ
レ
ー
ド
給
を
底
上
げ
し
な

い
と
良
く
な
ら
な
い
」
な
ど
の

声
が
聞
か
れ
ま
し
た
。

資
本
金
１
０
億
円
以
上
の
大
企
業
の

内
部
留
保
は
国
の
予
算
の
３
倍

下
が
り
続
け
る
平
均
年
間
収
入

１
４
年
間
で
約
６
０
万
円
減

生
活
保
護
水
準
に
達
し
な
い

日
本
の
最
低
賃
金

【内部留保金】

税金、年金、保険、配当などを払った残りの利益（利益剰余

金）や株式市場で資本金を調達した時に資本金に組入れなかっ

た金額（資本剰余金）「将来に備えた」お金（引当金）など蓄

えの合計金額。

◆沖電気単体は４１３億円の内部留保

従業員数３３７３人で除すれば一人あたり１２２４万円

夫
婦
で
子
ど
も
２
人
世
帯

物
価
２
％
を
加
え
る
と

４
０
万
円
負
担
増
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長
時
間
労
働

労
使
目
標

２
７
０
０
Ｈ
以
上
の
撲
滅

【
Ｏ
Ｋ
Ｉ
ソ
フ
ト
ウ
エ
ア
】

１
１
年
度
、
労
組
員
（
約
１

３
０
０
人
）
の
２
割
近
く
が
年

間
労
働
時
間
が
２
４
０
０
Ｈ

（
時
間
）
を
超
え
て
い
る
。

労
使
が
◆
必
達
目
標
と
し
て

２
７
０
０
Ｈ
以
上
労
働
の
撲
滅

◆
努
力
目
標
を
全
員
２
４
０
０

Ｈ
以
内
へ
の
改
善
と
し
取
り

組
ま
れ
て
い
る
。
年
間
２
７

０
０
Ｈ
は
毎
日
２
Ｈ
の
残
業

週
１
回
の
休
日
勤
務
（
７
・

７
５
Ｈ
）
が
１
年
間
続
く
水
準

で
す
。

健
康
と
文
化
的
な
生
活
の
確

保
と
過
労
死
を
出
さ
な
い
た
め

に
、
時
間
外
労
働
の
基
本
を
労

働
基
準
法
（
限
度
時
間
＝
１
カ

月
４
０
時
間
以
内
、
年
間
３
６

０
Ｈ
以
内
）
の
厳
守
は
企
業
の

社
会
的
責
任
で
す
。
年
間
の
上
限

で
は
フ
ラ
ン
ス
＝
１
８
０
Ｈ
，
イ

タ
リ
ア
＝
２
５
０
Ｈ
、
ス
ペ
イ
ン

＝
８
０
Ｈ
な
ど
に
学
ぶ
べ
き
だ
。

新
規
Ａ
Ｔ
Ｍ
生
産
始
ま
る

【
群
馬

富
岡
】

金
融
機
関
向
け
Ａ
Ｔ
Ｍ
（
現
金

自
動
預
け
払
い
機
）
の
最
新
モ
デ

ル
「
Ａ
Ｔ
Ｍ
ー
Ｂ
ａ
ｎ
ｋ
ｉ
Ｔ

Ｐ
ｒ
ｏ

エ
ー
テ
ー
エ
ム
・
バ
ン

キ
ッ
ト
・
プ
ロ
）
の
量
産
試
作
も

始
ま
っ
て
い
ま
す
。

こ
の
機
種
の
旧
来
機
は
０
５
年

か
ら
全
国
で
２
万
台
以
上
販
売
し

た
実
績
が
あ
り
ま
す
。
運
用
コ
ス

ト
、
消
費
電
力
削
減
、
セ
キ
ュ
リ

テ
イ
な
ど
を
改
善
し
た
最
新
モ
デ

ル
機
の
販
売
計
画
は
４
月
〜
５
年

間
で
３
万
台
と
さ
れ
て
い
ま
す
。

沖
電
気
は
グ
ロ
ー
バ
ル
Ａ
Ｔ
Ｍ
市

場
で
４
０
％
を
目
指
し
て
い
ま
す
。

食
堂
に
テ
レ
ビ
を
設
置
し
て

【
埼
玉
・
本
庄
】

昨
年
食
堂
が
リ
ニ
ュ
ー
ア
ル

さ
れ
、
綺
麗
な
食
器
、
テ
ー
ブ
ル

や
椅
子
で
気
持
ち
の
い
い
昼
食
タ

イ
ム
が
す
ご
せ
て
い
ま
す
。
が
、

ひ
と
つ
不
満
が
・
・
・
。
以
前
は

食
堂
に
設
置
さ
れ
て
い
た
テ
レ
ビ

が
撤
去
さ
れ
た
ま
ま
で
、
昼
の
ニ
ュ
ー

ス
な
ど
を
見
る
こ
と
が
で
き
ま
せ

ん
。
下
期
中
（
２
０
１
２
年
）
に

は
設
置
さ
れ
る
と
聞
い
て
い
た
の

で
す
が
、
「
テ
レ
ビ
を
見
た
い
」

と
言
う
声
は
よ
く
聞
き
ま
す
。
お

昼
の
楽
し
み
に
ぜ
ひ
、
テ
レ
ビ
を

設
置
し
て
ほ
し
い
と
思
い
ま
す
。

ま
た
、
売
店
の
横
に
ト
イ
レ
の

設
置
工
事
が
進
ん
で
い
ま
す
。
コ

ミ
ニ
ュ
ケ
ー
シ
ョ
ン
ル
ー
ム
「
響

き
の
森
」
を
利
用
す
る
人
達
の
要

望
と
か
。
代
わ
り
に
売
店
が
狭
く

な
り
ま
し
た
が
、
中
に
あ
っ
た
憩

い
の
テ
ー
ブ
ル
と
テ
レ
ビ
は
無
く

さ
な
い
で
ほ
し
い
も
の
で
す
。

多
摩
エ
レ
（
旧
多
摩
沖
）

契
約
社
員
の
団
体
交
渉

【
ラ
ピ
ス
セ
ミ
コ
ン
ダ
ク
タ
】

ラ
ピ
ス
セ
ミ
コ
ン
ダ
ク
タ
の
仕

事
を
請
け
負
っ
て
い
る
多
摩
エ
レ

ク
ト
ロ
ニ
ク
ス
（
旧
多
摩
沖
）
の

契
約
社
員
が
電
機
・
情
報
ユ
ニ
オ

ン
に
加
入
し
職
場
の
改
善
を
求
め

て
団
体
交
渉
を
行
い
ま
し
た
。

職
場
で
は
、
始
業
前
に
も
関
わ

ら
ず
朝
礼
が
行
わ
れ
た
り
、
休
憩

時
間
も
働
い
て
い
る
事
が
見
受
け

ら
れ
る
な
ど
た
だ
働
き
が
恒
常
化

し
て
い
ま
し
た
。
会
社
に
は
組
合

が
な
い
た
め
我
慢
を
し
て
き
ま
し

た
が
以
前
ビ
ラ
を
配
布
し
て
い
た

電
機
・
情
報
ユ
ニ
オ
ン
を
思
い
出

し
て
相
談
を
し
団
体
交
渉
で
の
解

決
を
求
め
ま
し
た
。
３
回
の
交
渉

の
結
果
、
始
業
前
の
朝
礼
は
始
業

後
か
ら
行
う
、
休
憩
も
取
る
よ
う

に
促
す
と
共
に
新
た
な
休
憩
室
を

近
く
に
設
置
す
る
事
に
な
り
ま
し

た
。
当
事
者
も
「
泣
き
寝
入
り
し

な
か
っ
た
事
が
職
場
改
善
に
つ
な

が
っ
た
の
で
闘
っ
て
よ
か
っ
た
」

と
感
想
を
述
べ
て
い
ま
し
た
。

賃
上
げ
な
く

物
価
値
上
げ
始
ま
る

輸
入
小
麦
９
・
７
％
、
ガ
ス
料

金
月
額
７
２
円
超
、
自
賠
責
保
険

平
均
１
３
・
５
％
、
食
用
油
１
０

％
超
、
電
気
料
金
・
企
業
向
け
関

電
で
１
７
％
超
・
・
・
男
性
の
厚

生
年
金
の
支
給
開
始
年
齢
の
引
き

上
げ
・
・
・
。
国
民
負
担
増
の
ラ
ッ

シ
ュ
の
一
方
で
大
企
業
・
富
裕
層

が
円
安
・
株
高
で
笑
い
が
止
ま
ら

な
い
。
国
民
へ
の
還
元
が
必
要
だ
。

減
り
続
け
る

男
の
雇
用

賃
金
優
位
も
い
つ
ま
で
・
・

家
庭
で
も
肩
身
狭
い

６
歳
未
満
児
が
い
る
夫

の
家
事
時
間
（
総
務
省
）
、

日
本
は
育
児
休
暇
取
得
が

少
な
い
こ
と
も
あ
り
短
い

▲厚生労働省「賃金構造基本調査」男女計は２９６，８００円

全国消費実態調査の単身世帯の可処分所得▼

フ
ル
タ
イ
ム

で
働
く
女
性
の

賃
金
（
残
業
代
や

賞
与
な
ど
は
除
く
）

は
過
去
最
高
で

男
性
の
７
割
に

な
っ
た
（
①
）
。

短
時
間
労
働
で

は
女
性
の
平
均

時
給
は
１
０
０

１
円
（
男
の
９

割
）
。
可
処
分

所
得
で
は
若
者

の
非
正
規
社
員

増
で
既
に
男
は

劣
勢
で
あ
る
。

１
２
年
、
就
業
者
総
数

は
９
７
年
か
ら
２
８
７
万

人
減
（
男
が
２
７
６
万
人

減
）
の
６
２
７
０
万
人
。

会
社
雇
用
者
数
は
男
が
１

１
６
万
人
減
←
（
総
務
省
）

年
次
有
給
休
暇

取
得
低
迷

２
０
１
０
年
の
日
本
の

年
間
実
労
働
時
間
は
１
７

２
８
時
間
で
ド
イ
ツ
、
フ

ラ
ン
ス
な
ど
と
比
較
し
て

３
０
０
時
間
も
多
い
。
そ

の
原
因
の
一
つ
が
年
休
取

得
の
低
さ
に
あ
る
。

１
１
年
度
、
沖
電
気
の

取
得
は
１
３
・
１
日
、
切

り
捨
て
は
９
・
７
５
日
。

沖
電
気
を
考
え
る

《
第
６
３
回
》

休暇取得実績（１２年 就職四季報 など）

各国の有給休暇取得 （エクスぺディアレポート）

（
２
０
１
０
年
）

●

持
論

抗
論

●

公
務
員
パ
ッ
シ
グ

狙
い
は
国
民

国
民
生
活
や
財
政
悪

化
の
原
因
は
「
公
務
員

の
賃
金
は
高
い
」
「
人

数
を
削
減
せ
よ
」
な
ど

公

務

員

パ

ッ

シ

ン

グ

（
攻
撃
・
批
判
）
が
強

め
ら
れ
て
い
る
。

狙
い
は
「
公
務
員
の

人
件
費
削
減
↓
民
間
賃

金
の
削
減
↓
コ
ス
ト
削

減
に
よ
る
大
企
業
の
儲

け
の
拡
大
」
だ
。

そ
も
そ
も
、
民
間
賃

金
の
計
算
に
は
非
正
規

社
員
な
ど
全
て
の
労
働

者
が
含
ま
れ
て
い
ま
す

が
、
公
務
員
の
賃
金
に

は
３
割
を
超
え
る
非
正

規
社
員
（
職
員
）
は
含

ま
れ
て
い
な
い
。

「
公
務
員
が
多
す
ぎ

る
」
と
い
う
が
、
Ｏ
Ｅ

Ｃ
Ｄ
２
７
カ
国
の
中
で

労
働
者
人
口
（
１
５
歳

〜
６
５
歳
）
に
占
め
る

割
合
は
平
均
で
１
７
・

９
％
。
日
本
は
最
低
の

７
・
９
％
だ
。

大
企
業
は
雇
用
を
減

ら
し
、
人
件
費
の
削
減

で
利
益
を
２
６
０
兆
円

も
溜
め
こ
ん
で
い
る
。

国
の
財
政
再
建
（
税
負

担
）
と
賃
上
げ
な
ど
に

貢
献
す
る
時
が
、
今
だ

と
思
う
。

（
謙
）

男性平均

女性平均

男性平均

女性平均

① １２年 平均賃金

②０９年 ３０歳未満可処分所得


